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資料の構成

項目 具体的な措置 、方策等 担当府省 実施時期 該当頁

観光に関
する統計
の整備

TSA（旅行・観光サテライ
ト勘定）

○ ＴＳＡについて、引き続き内閣府の協力を得つつ、平
成23年度公表に至る作成経験等を踏まえた、更なる精
度向上や未整備な表の作成に取り組み、その充実を図
る。

観光庁
平成26 年
度から実
施する。

P4

共通基準による観光入込
客統計

○ 都道府県の観光入込客統計について、現行推計方
法の検証により精度向上に向けた改善を検討する。ま
た、各都道府県が統計整備を継続するために、利活用
につながる分析事例等の提示を行い、地域の観光統計
の改善を支援する。

観光庁
平成26 年
度から実
施する。

p5

観光地域経済調査

○ 観光地域経済調査について、調査の実施に際して明
らかとなった課題の解決や調査結果の有用性を踏まえ
た利活用について検討を行い、平成28年度における次
回調査の実施の可否等について早期に結論を得る。

観光庁

平成26 年
度末まで
に結論を
得る。

P6

宿泊旅行統計調査
旅行・観光消費動向調査

○ 宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動向調査な
ど既存の観光統計について、それぞれ統計の精度向上
に取り組む。

観光庁
平成26 年
度から実
施する。

p7
（宿泊）

p8
（旅行・観光）

p9
（訪日）

観光に関する統計整備

○ 上記の検討を踏まえ、宿泊旅行統計調査及び旅行・
観光消費動向調査について、観光地域経済調査及び国
際基準との整合性を勘案した上で、基幹統計化に向け
た観光統計の体系的整備について検討し、結論を得る。

観光庁

平成28 年
度末まで
に結論を
得る。

p3
（概観）

p10
（今後） 2



観光に関する統計整備 （概観）
 観光は、UNWTO（国連世界観光機関）により「非日常圏への旅行」と定義されているように、需要側から把握しやすい。

 日本人・外国人の旅行・観光に関連する数量・金額のデータについては、下図のように、出入国の業務統計、需要側の統計よ
り体系的に対応。

 旅行行動のうち宿泊に関しては、供給側（宿泊施設）から把握可能であるため、「宿泊旅行統計調査」を実施。

 観光と関連性のある産業の構造を地域の観点から検討するために、「観光地域経済調査」を実施。

 観光統計や国民経済計算等のデータをもとに加工し、旅行・観光サテライト勘定（Tourism Satellite Account：TSA ）を作成。
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日本人
外国人

国内旅行

海外旅行全国 地域
全国

地域

日帰り旅行 宿泊旅行 日帰り旅行 宿泊旅行 日帰り旅行 宿泊旅行

業
務
＋
需
要
側

数量
（旅行者数、宿
泊数）

金額
（消費額）

供
給
側

数量
（宿泊数）

金額
（売上高、費用
等）

出入国業務に伴う統計と需

要側の統計により、日本人・

外国人の旅行・観光に関連

する数量・金額のデータに体

系的に対応

旅行・観光

消費動向調査

共通基準による

観光入込客統計

（都道府県が実施）

宿泊旅行
統計調査

供給側から把握可能な宿
泊に関する統計を実施

観光と関連性のある産業
の構造を地域の観点から
検討

出国
日本人数

（JNTO）

訪日
外客数

（JNTO）

訪日外国人

消費動向調査

観光地域経済調査(注)

（地域の集計をもとに、全国値の算出）

基
礎
統
計

良悪

旅行・観光

消費動向調査

共通基準による

観光入込客統計

（都道府県が実施）

宿泊旅行
統計調査

宿泊旅行
統計調査

宿泊旅行
統計調査

観光地域経済調査（注）

（地域の集計をもとに、全国データの算出）

旅行収支
（財務省・日本銀行）

旅行・観光サテライト勘定
（Tourism Satellite Account：TSA） 観光庁作成

上記の基礎統計は、
加工統計作成にも活
用されている。

（注）観光地域経済調査では、事業所の売上等を集計
しており、日帰り・宿泊についての区別はない。



• ＴＳＡについて、引き続き内閣府の協力を得つつ、平成23年度公表に至る作成経験等を踏まえた、更なる精度向上や未整備な表の作成に取り
組み、その充実を図る。
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TSA（旅行・観光サテライト勘定）

【計画における具体的な措置 、方策等】

平成25年度以前 現在 備考

第1表 外国人観光消費 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

欧州でも毎年の表を作成している国は多く
ない。（注1）

第2表 日本人国内観光消費 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

第3表 日本人海外観光消費 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

第4表 国内観光消費 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

第5表 観光産業・他産業生産勘定 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

第6表 総国内供給・国内観光消費 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

第7表 観光産業雇用 2004年～11年の毎年 2004年～13年の毎年

第8表 観光総固定資本形成 － 2004年～13年の毎年

第9表 観光集合消費 － －

RMF08（注2）行政管理サービスにおける
観光向けの分割、地方政府における集合
消費の集計が困難なことから、欧州諸国で
もほとんど作成されていない。（注3）

第10表 非貨幣的指標 － 2004年～13年の毎年

（注1）（注3）EU統計局「Tourism Satellite Accounts(TSAs) in Europe」に基づく。

◆作成目的：産業分類上観光という産業は存在しないが、観光は宿泊、飲食、運送、スポーツ・娯楽等の多くの産業に影響を与えている。これら
の産業に関連して需要側、供給側の各種統計を統合して、国民経済計算（SNA）と整合的な分析の基盤を提供しようとするもの。

◆作成方法：国民経済計算（SNA）、国際収支統計、産業連関表、観光統計等を用い、国民経済計算（SNA）と整合的な分析の基盤を提供する。

◆作成周期：年間値

◆作成表：以下の第1表～第10表

TSAの概要

（注2）RMF2008は、UNWTO「Tourism Satellite Account：Recommended Methodological Framework 2008」。



共通基準による観光入込客統計（都道府県が実施）
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◆調査目的：各都道府県が観光入込客数、観光消費額等を把握するための調査・集計手法について、全国共通の基準をつくることにより、各地域
間の比較用資料や、地域ごとの観光振興に関する戦略や施策を立案する際の客観的な基礎資料として活用する。

◆調査対象：各都道府県の観光地点及び行祭事・イベントを訪れる観光客

◆調査方法：観光地点等の入込客数調査及び観光地点でのパラメータ調査（聞き取り調査）

◆調査時期：四半期毎（１～３月、４～６月、７～９月、１０～１２月）及び年間値

◆調査項目：

調査概要

• 都道府県の観光入込客統計について、現行推計方法の検証により精度向上に向けた改善を検討する。また、各都道府県が統計整備を継続す
るために、利活用につながる分析事例等の提示を行い、地域の観光統計の改善を支援する。

【計画における具体的な措置 、方策等】

検討課題

・観光地点の選択（場合により入込客の集計）において、

携帯電話の位置情報等を活用できないかを検討。

② 観光地点等入込客の
集計

①観光地点及び
行祭事等の名簿
整理

③観光地点パラ
メータ調査

④既存統計を活
用した推計

「訪日外国人消費動向調査」、「旅行・観光消費動向調査」

の都道府県別の訪問率から、都道府県の入込客数を推

計し、各都道府県に提供。（参照してもらう）

・全国調査である「訪日外国人消費動向調査」、「旅行・観

光消費動向調査」の情報を十分に活用していない。

・パラメーター調査における訪日外国人旅行者のサンプル

数が少ない。一因として、調査員の語学力の問題が考え

られる。

・入込客の情報は、企業・事業所として会計・税務データ
のように必須な情報では無いため、なかには正確性が
低いデータが含まれる可能性がある。

・消費額に占める割合は買物代の割合が大きいが、観光
地点に関する名簿には商業施設が少ない。（地元居住
民の利用が多いことから、含んでいない可能性がある）

・調査票における言語の追加（タイ語、マレー語、インドネ

シア語、ベトナム語、フランス語 ）

・調査票の種類を質問するマニュアルを整備。

検討内容推計プロセス

① 観光地点及び行祭事
等の名簿整理

②観光地点等入
込客の集計

③ 観光地点パラメータ調査 ④既存統計を活用した推計



観光地域経済調査
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◆調査目的：企業・事業所の売上・費用の観光地域の観光産業の規模（売上・雇用等）や地域内に及ぼす経済効果を明らかにする。
◆調査対象：全国の「観光地域」にある飲食、宿泊、小売等の「観光産業事業所」 約9万事業所
◆調査方法：調査票の郵送配布・郵送回収による調査
◆調査時期：平成23年1～12月（平成24年経済センサス-活動調査にあわせて実施）
◆調査項目：

調査概要

• 観光地域経済調査について、調査の実施に際して明らかとなった課題の解決や調査結果の有用性を踏まえた利活用について検討を行い、平成
28年度における次回調査の実施の可否等について早期に結論を得る。

【計画における具体的な措置 、方策等】

基本項目
従業者数、経営組織 等

決算
売上金額、費用、売上に占める観光割合、
年間営業費用の支払先地域別割合 等

その他
サービスの提供状況、マーケティングの実施状況 等

検討課題

・観光売上、観光割合の記入に
ついては検討を継続中。

・誤差を縮小するために、適切な
産業の絞り込み、地域設定（現
在よりも広域、かつ観光地の色
彩の弱い地域も含める）の考え
方を整理中。

・観光地域の抽出において、モバ
イル・データの活用を検討中。

・回収率向上のために、設問の
絞り込みも検討中。

・地域・産業構造面でのニーズを
考慮し、調査設計の抜本的な見
直しを検討中。

検討内容

・観光による経済的影響を
把握するために、観光売
上、観光割合を記入して
もらった

↓
・観光売上の標準誤差率
は、全国で7.8％、地域別
では4割強が30％超。

・観光売上、観光割合を
記入してもらうことが適
切か？

・標本抽出の方法が適切
か？（対象を多岐にわ
たる産業、狭い地域を
設定したことが適切
か？）

・年間入込客数に基づき、観光地域を抽出する方法が適切
か？

・観光売上、観光割合の記入の調査では、「その
他」が4割超で、観光割合は、多様な産業につ

いて簡素かつ一律的な方法は難しい。（例：飲
食）

・観光売上の少ない、又は観光割合が低い産業
を除き、絞り込こむことが望ましい。

・ただし、買物代は日本人、外国人ともその割合
が高いので、小売の取り扱いを検討中。

・入込客の情報は、企業・事業所等として会計デ
ータのように必須では無いため、正確性が低
いデータが含まれる可能性がある。

・消費額に占める買物代の割合が大きいが、観
光地点の名簿には商業施設が少ない。

（居住民の利用が多いことから、含まれない可
能性がある）



◆目 的 ： 宿泊旅行の実態を明らかにし、観光行政の基礎資料作成等に資することを目的とする。
◆調査対象施設 ： 全国のホテル、旅館、簡易宿所など。

（従業者数10人以上の宿泊施設については全数調査。従業者数10人未満の宿泊施設についてはサンプル調査を実施。）
◆調 査 時 期 ： 毎月
◆調 査 方 法 ： 郵送による調査票の配付・回収、オンラインによる調査
◆調 査 項 目 ：

宿泊旅行統計調査
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調査概要

・ 層化基準を現状の従業者数から客室数に変更することについて検討を実施。
・ 客室数による層化のほうが従業員数による層化に比して相関がやや高いとの試算結果が出たところ。
・ しかしながら、客室数を基準とした母集団データの把握方法や過去の調査結果との比較可能性を考慮し

、現時点での変更は難しいと判断。特に、平成28年経済センサスにおいて調査項目から「客室数」は一
部削除するとの連絡を受けており、継続的に客室数を把握することが困難。

・ 引き続き、適切な層化基準の在り方等、より精度の高い統計とすべく検討を継続。

・ 平成26年1-3月期調査より、オンライン調査を導入。

・ 導入当初におけるオンライン回収率は2.0%前半。平成27年1-3月期では4.8%となっており、徐々に増加傾向を示し
ているところ。

・ 今後も、オンライン調査を含めた調査票の回収率の向上を図る。

・ 近年、訪日外国人旅行者が急増しており、国内の宿泊施設の客室稼働率が上昇傾向にあるなど、大きな影響を
及ぼしている。特に東京・大阪の2大都市部において、この傾向が顕著であり、平成26年は80%を超える水準となっ
た。

・ こうした状況を踏まえ、平成27年4月分調査より、調査周期を四半期調査から月次に変更するとともに、公表方法
についても調査月の翌月末には第1次速報、翌々月末には第2次速報を公表する方法に変更。

・ これにより、すべての宿泊施設タイプの宿泊動向を早期かつ網羅的に把握可能になることにより、特定施設タイプ
のみでは偏った傾向を示す可能性がある時期（例：昨年の消費税引き上げ以降の時期のように、日本人・外国人
の旅行需要の異なる動向を示した時期）でも、早期に把握・公表でき、より適切な景気判断につながる。

検討項目

層化基準の見直し

オンライン調査の導入

調査周期の月次化

検討内容

• 宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動向調査など既存の観光統計について、それぞれ統計の精度向上に取り組む。

【計画における具体的な措置 、方策等】

基本項目
施設タイプ、客室数 等

宿泊実態
（日本人・外国人別）宿泊者数、宿泊者居住地（外国人の場合は国籍） 等



旅行・観光消費動向調査
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14%

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

国内日帰り旅行（観光・レクリエーション目的）

H25.10～H26.3対象調査（4月記入） H26.1～H26.6対象調査（7月記入）
H26.4～H26.9対象調査（10月記入） H26.7～H26.12対象調査（1月記入）
H26.10～H27.3対象調査（4月記入）

（記入率）

（旅行月）

【旅行・観光消費動向調査における記入率】
（記入率：対象期間中に1回以上旅行したと回答した人の割合）

4月記入

7月記入

10月記入 1月記入
4月記入

調査概要

見直し（案）調査方法の課題

◆調査目的：日本国民の国内・海外旅行の実施状況、旅行消費額等を把握するための調査
◆調査対象：住民基本台帳から無作為抽出した日本国民25,000人
◆調査方法：年2回6ヶ月分の旅行の実態について、調査対象者を半分に分け、四半期 ごと（1月、4月、7月、10月）に調査を実施
◆調査項目：

調査対象期間を6ヶ月周期（年2回）から3ヶ月周期（年4
回）とし、忘却による影響を小さくする。

属性
年齢、男女、職業 等

旅行行動実態
旅行の有無、旅行回数、
直近の旅行の内容 等

消費実態
費目別支出額、
交通手段 等

その他
満足度、旅行に対する

意識 等

【調査周期の見直し】

上のグラフのように、同じ月に行った旅行でも、調査時期から遠いほど記
入率が低くなる傾向が見られる

【現行の調査方法】
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

Aグループ 1回目 2回目

（12,500人）

Bグループ 1回目 2回目

（12,500人）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

Aグループ 1回目 2回目 3回目 4回目

Bグループ 1回目 2回目 3回目 4回目



◆調査目的： 訪日外国人の旅行動向・消費実態、再訪意向・満足度等に関する統計調査を実施。

◆調査対象：日本を出国する訪日外国人 9,710人×4回・・・計38,840人

◆調査方法：18空海港での調査員による聞き取り調査

◆調査時期：四半期毎（１～３月、４～６月、７～９月、１０～１２月）

◆調査項目：
＜調査のイメージ＞

参考：訪日外国人消費動向調査
調査概要
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属性
国籍・地域、

性別・年齢 等

旅行行動実態

入国場所、訪日回数、
同行者、訪問場所 等

消費実態
費目別支出額、
利用金融機関 等

その他
満足度、再訪意向、

活動内容 等

①調査実施
地点

１１空海港
新千歳空港、仙台空港、羽田空港、成田空港、中部空港、
関西空港、広島空港、高松空港、福岡空港、那覇空港、
博多港

平成２６年以前 現 在

１８空海港
これまでの１１空海港に加え、函館空港、新潟空港、小松空港、
静岡空港、鹿児島空港、下関港、厳原港の7空海港を追加

１８カ国・地域
韓国、台湾、香港、中国、タイ、シンガポール、マレーシ
ア、インドネシア、フィリピン、ベトナム、インド、英国、ド
イツ、フランス、ロシア、米国、カナダ、豪州

②調査対象国・
地域

２０カ国・地域
平成27年度からのビジット・ジャパン事業の重点市場にあわせ、
これまでの18カ国に加え、イタリア、スペインを追加

③「買物代」の
目標精度の設定

特段の設定はなし 「買物代」の目標精度の設定
ショッピングツーリズムの積極的な推進のため、「買物代」総額
の上位３つの国籍・地域である中国・台湾・韓国における「買物
代」の実態把握に重点を置き、これらの国籍・地域においては、
「買物代」の目標精度を標準誤差率５％以内に設定

④標本数
四半期毎に総数6,600サンプルを目標に調査を
実施（年間26,400サンプル）

四半期毎に総数9,710サンプルを目標に調査を実
施（年間38,840サンプル）

⑤富裕層の消費
実態の把握

搭乗ロビー前での調査
本調査と並行して、CIQ出口付近でラウンジ利用
者に対する調査を実施



観光統計の体系的な整備（今後）

 地域：

– 観光統計の体系的整備に向け、地域における統計の整備は必要。

– 共通基準による観光入込客統計に関して、パラメータ調査の調査票の多言語化、「旅行・観光消費動向調査」・「訪日外国人消費動向調査」
の活用による補正等を検討。

 供給側：

– 地域・産業構造に関するニーズを考慮し、現行の調査票、抽出方法等の調査設計の抜本的な見直しを検討。
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日本人
外国人

国内旅行

海外旅行全国 地域
全国

地域

日帰り旅行 宿泊旅行 日帰り旅行 宿泊旅行 日帰り旅行 宿泊旅行

業
務
＋
需
要
側

数量
（旅行者数、宿
泊数）

金額
（消費額）

供
給
側

数量
（宿泊数）

金額
（売上高、費用
等）

観光地域経済調査（注）

（地域の集計をもとに、全国値の算出）

基
礎
統
計

観光地域経済調査（注）

（地域の集計をもとに、全国データの算出）

旅行収支
（財務省・日本銀行）

旅行・観光サテライト勘定
（Tourism Satellite Account：TSA） 観光庁作成

・パラメータ調査票の多言語化
・「旅行・観光消費動向調査」、「訪日
外国人消費動向調査」の活用によ
る補正等を検討。（参考データとし
て都道府県に提供を検討）

地域・産業構造に関するニーズを考
慮し、現行の調査票、抽出方法等の
調査設計の抜本的な見直しを検討。

【計画における具体的な措置 、方策等】

 上記の検討を踏まえ、宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動向調査について、観光地域経済調査及び国際基準との整合性を勘案した上で
、基幹統計化に向けた観光統計の体系的整備について検討し、結論を得る。

（注）観光地域経済調査では、事業所の売上等を集計
しており、日帰り・宿泊についての区別はない。

共通基準による

観光入込客統計

（都道府県が実施）

共通基準による

観光入込客統計

（都道府県が実施）
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